
〒102-0093 
東京都千代田区平河町2-4-2 
代表 TEL 03（3262）5234 
旬報 TEL 03（3262）2309 
発行人 大竹　邦実 

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
��������

本
会
の
国
会
対
策
委
員
会
（
委

員
長
�
鏑
木
茂
哉
・
川
崎
市
議
会

議
長
）
は
２
月
２５
日
、
東
京
・
全

国
都
市
会
館
で
平
成
２０
年
度
の
活

動
を
総
括
す
る
会
議
を
開
い
た
。

同
委
員
会
の
所
管
は
、
本
会
の

総
会
や
評
議
員
会
で
議
決
し
た
要

望
事
項
の
ほ
か
、
地
方
行
政
委
員

会
な
ど
各
委
員
会
か
ら
実
行
運
動

の
要
請
が
あ
っ
た
要
望
事
項
の
実

現
を
図
る
こ
と
。

特
に
年
末
予
算
編
成
を
控
え
た

平
成
２０
年
１１
月
２７
日
に
は
、
第
１

０
６
回
委
員
会
を
開
き
重
点
要
望

を
決
定
。
鏑
木
委
員
長
ほ
か
星
秀

雄
・
副
委
員
長
（
江
別
市
議
会
議

長
）
、
熊
本
大
成
・
委
員
（
唐
津

市
議
会
議
長
）
が
、
要
望
事
項
の

実
現
に
向
け
、
保
利
耕
輔
・
自
民

党
政
調
会
長
と
面
談
し
て
い
る
。

ま
た
、
翌
２８
日
に
は
、
地
方
財

政
委
員
会
の
正
副
委
員
長
と
合
同

で
、
政
府
・
与
党
の
要
職
者
１０
人

と
面
談
し
、
重
点
要
望
書
を
手
渡

し
た
�
本
紙
１
７
０
８
号
参
照
。

重
点
要
望
の
柱
は
▽
税
収
の
減

少
等
に
対
す
る
確
実
な
財
政
措
置

▽
地
方
交
付
税
の
増
額
▽
消
費
税

等
の
税
源
移
譲
な
ど
に
よ
る
偏
在

性
の
少
な
い
地
方
税
体
系
の
構
築

▽
地
方
道
路
整
備
の
充
実
強
化
―

―
の
４
本
。

こ
の
う
ち
地
方
交
付
税
に
つ
い

て
は
、
１２
月
１８
日
の
地
財
決
着
で

「
麻
生
総
理
の
指
示
に
よ
る
１
兆

円
の
積
み
増
し
」
に
よ
り
、
対
前

年
度
比
２
・
７
％
増
と
な
る
１５
兆

８
２
０
０
億
円
が
措
置
さ
れ
る
成

果
を
得
て
い
る
。

ま
た
、
自
治
体
財
政
へ
の
支
援

策
と
し
て
、
一
般
会
計
向
け
の
貸

付
制
度
が
創
設
さ
れ
た
。
現
行
の

地
方
公
営
企
業
等
金
融
機
構
を
改

組
し
て
実
施
す
る
。
こ
の
措
置
に

よ
り
、
長
期
・
低
利
の
資
金
を
調

達
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

な
お
会
議
で
は
、
今
後
、
同
委

員
会
で
対
処
す
べ
き
案
件
が
発
生

し
た
場
合
、
取
り
扱
い
を
正
副
委

員
長
に
一
任
す
る
こ
と
と
し
た
。

当
日
は
、
総
務
省
大
臣
官
房
の

望
月
達
史
・
審
議
官
（
財
政
制
度

・
財
務
担
当
）
が
、
地
方
財
政
対

策
に
つ
い
て
講
演
し
た
。

環
境
省
は
３
月
１
日
、
日
本
版

・
緑
の
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
に
あ
た

る
「
緑
の
経
済
と
社
会
の
変
革
」

に
関
す
る
骨
格
を
固
め
た
。
全
国

の
学
校
、
国
や
自
治
体
の
庁
舎
、

公
園
等
の
公
共
関
連
施
設
に
対
し

太
陽
光
パ
ネ
ル
を
設
置
す
る
な
ど

の
取
り
組
み
を
通
じ
、
環
境
保
全

と
経
済
発
展
の
両
立
を
目
指
す
。

同
省
で
は
、
３
月
中
に
も
原
案
を

ま
と
め
る
予
定
。

【
緑
の
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
】
環
境
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
分
野
に
重
点
投
資
す
る
経
済
政
策
。
オ

バ
マ
・
米
大
統
領
が
構
想
を
打
ち
出
し
て
以
来
、
世

界
同
時
金
融
危
機
に
伴
う
経
済
不
況
脱
却
の
切
り
札

と
し
て
、
多
く
の
国
が
導
入
を
決
定
し
た
。
我
が
国

で
も
２０
年
９
月
、
麻
生
総
理
就
任
後
の
所
信
表
明
演

説
で
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
の
可
能
性
に
言
及
し

て
以
来
、
同
政
策
の
あ
り
方
を
模
索
し
て
い
る
。

斉
藤
鉄
夫
・
環
境
相
が
首
相
官

邸
を
訪
れ
た
の
は
１
月
６
日
。
省

内
で
検
討
を
重
ね
て
き
た
日
本
版

ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
を
麻
生
総
理
に

提
案
す
る
た
め
だ
。
提
案
の
柱
は

▽
社
会
資
本
▽
消
費
▽
投
資
―
―

の
変
革
。
社
会
資
本
関
連
で
は
太

陽
光
発
電
普
及
を
打
ち
出
し
た
。

今
回
の
骨
格
は
、
総
理
の
了
解

を
得
た
の
ち
、
更
に
政
策
を
ふ
く

ら
ま
せ
た
も
の
。
２
月
２４
日
に
は

二
階
俊
博
・
経
産
相
が
「
太
陽
光

発
電
に
関
す
る
新
た
な
買
取
制
度

の
導
入
」
を
公
表
す
る
な
ど
、
取

り
巻
く
環
境
が
整
っ
て
き
た
。

新
た
な
買
取
制
度
で
は
、
太
陽

光
発
電
の
電
力
が
既
存
価
格
の
２

倍
程
度
と
な
り
、
ビ
ジ
ネ
ス
と
し

て
の
価
値
が
高
ま
る
。
ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル
の
成
立
は
、
必
然
的
に
温

室
効
果
ガ
ス
の
削
減
に
直
結
す
る

た
め
、
期
待
が
寄
せ
ら
れ
る
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1717号３月５日平成21年
（2009年）

日
本
版
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
の

骨
格
固
ま
る
―
―
環
境
省

解説

環境・エネルギーを景気対策の柱と位置づける
「グリーン・ニュー・ディール」が世界の潮流へ

潘基文（パン・ギムン）国連事務総長は、「現
在の金融危機は、気候変動問題に取り組む
機会でもある。経済危機が拡大する今、緑
の成長が数百万の雇用を創出する」と発言
（２００８年１２月１１日ＣＯＰ１４での演説）。

オバマ新大統領は、「グリーンジョブ」と題
し、再生可能なエネルギー等に１，５００億ド
ルを投資し、５００万人の雇用創出を提示。
プラグインハイブリッド車などを２０１５年
までに１００万台導入を目標に。

再生可能エネルギー（バイオマ
ス、風力、太陽光）産業は２，４０
０億ドル規模、２５万人を雇用（３
年で５５％成長）。２０２０年には自
動車産業を上回る規模に。

景気対策として、今後２年間
で５，８６０億ドルの資金を環
境、エネルギー等の分野に投
入。

国国
対対
委委
がが
２２００
年年
度度
活活
動動
総総
括括

地
方
交
付
税
の
増
額
確
保
な
ど
が
成
果

本 会

あいさつする鏑木委員長

国際連合

アメリカ

ドイツ

中国

（１） 平成２１年３月５日 第１７１７号
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地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

地
方
行
政
委
員
会
（
委
員
長
�

本
田
博
信
・
東
海
市
議
会
議
長
）

は
２
月
１９
日
、
東
京
・
全
国
都
市

会
館
で
委
員
会
を
開
き
、
２０
年
度

の
要
望
運
動
結
果
�
３
面
掲
載
�

を
報
告
し
た
ほ
か
、
次
年
度
委
員

会
へ
の
申
し
送
り
事
項
等
を
決
定

し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
政
府
の

地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
や
、

第
２９
次
地
方
制
度
調
査
会
の
動
向

な
ど
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
第
二
期

地
方
分
権
改
革
の
推
進
�
国
と
地

方
の
役
割
分
担
の
見
直
し
と
権
限

・
事
務
・
財
源
の
一
体
的
な
移
譲

な
ど
�
地
方
議
会
の
権
能
強
化
等

�
議
長
へ
の
議
会
招
集
権
の
付

与
、
議
決
事
件
の
拡
大
な
ど
�
消

防
防
災
体
制
の
充
実
強
化
�
消
防

防
災
施
設
・
設
備
整
備
等
に
対
す

る
財
政
措
置
の
充
実
�
過
疎
地
域

の
自
立
促
進
�
新
た
な
過
疎
対
策

法
の
制
定
な
ど
�
市
町
村
合
併
に

対
す
る
支
援
の
拡
充
等
�
合
併
特

例
債
制
度
の
充
実
な
ど
�
基
地
関

係
予
算
の
確
保
等
�
基
地
交
付
金

・
調
整
交
付
金
の
増
額
確
保
な
ど

�
治
安
対
策
の
強
化
等
�
組
織
犯

罪
、
銃
器
使
用
の
凶
悪
犯
罪
へ
の

取
り
組
み
強
化
な
ど
�
北
方
領
土

返
還
�
早
期
の
返
還
実
現
、
隣
接

地
域
の
振
興
対
策
	
青
少
年
健
全

育
成
対
策
の
充
実
強
化
�
青
少
年

健
全
育
成
基
本
法
の
制
定
な
ど



人
権
救
済
制
度
の
確
立
�
人
権
教

育
及
び
人
権
啓
発
の
推
進
な
ど
―

―
の
１０
事
項
。

当
日
は
、
総
務
省
自
治
行
政
局

地
域
自
立
応
援
課
の
黒
野
嘉
之
・

課
長
補
佐
が
「
定
住
自
立
圏
構

想
」
、
同
省
市
町
村
課
の
池
本
武

広
・
外
国
人
台
帳
制
度
企
画
室
長

が
「
外
国
人
台
帳
制
度
に
関
す
る

懇
談
会
報
告
書
」
に
つ
い
て
説
明

し
た
。

全
国
市
議
会
議
長
会
の
地
方
行
政
、
地
方
財
政
、
産
業
経
済
の
各
委
員
会
は
、
２
月
１９
日
か
ら
２４
日
に
か

け
て
委
員
会
を
開
き
、
平
成
２０
年
度
の
要
望
運
動
結
果
に
つ
い
て
報
告
し
た
。
会
議
で
は
こ
の
要
望
結
果
を

踏
ま
え
、
引
き
続
き
重
点
的
に
要
望
す
べ
き
事
項
を
「
次
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送
り
事
項
」
と
し
て
ま
と

め
た
。
会
議
概
要
と
申
し
送
り
事
項
は
次
の
と
お
り
。
要
望
運
動
結
果
の
概
要
は
今
号
か
ら
順
次
掲
載
す
る
。

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

地
方
財
政
委
員
会
（
委
員
長
�

小
川
裕
己
・
宇
部
市
議
会
議
長
）

は
２
月
２４
日
、
東
京
・
全
国
都
市

会
館
で
委
員
会
を
開
き
、
２０
年
度

の
要
望
運
動
結
果
を
報
告
し
た
ほ

か
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送

り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
地
方
交

付
税
に
つ
い
て
、
そ
の
原
資
と
な

る
国
税
５
税
の
大
幅
な
減
収
が
見

込
ま
れ
る
中
、
既
定
の
加
算
と
は

別
枠
で
１
兆
円
が
増
額
さ
れ
る
な

ど
の
措
置
に
よ
り
、
臨
時
財
政
対

策
債
を
含
め
た
実
質
的
な
地
方
交

付
税
の
総
額
が
前
年
度
比
２
・
７

兆
円
増
の
２１
兆
円
と
な
っ
た
こ
と

な
ど
を
報
告
し
た
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
地
方
交

付
税
の
増
額
と
機
能
の
強
化
�
地

方
交
付
税
の
財
源
保
障
機
能
及
び

財
政
調
整
機
能
の
強
化
な
ど
�
都

市
税
源
等
の
充
実
強
化
�
偏
在
性

の
少
な
い
税
体
系
の
構
築
な
ど
�

地
方
債
資
金
の
所
要
額
の
確
保
等

�
公
債
費
負
担
対
策
の
拡
充
な
ど

�
地
方
公
営
企
業
の
経
営
健
全
化

等
�
公
営
企
業
繰
出
金
の
所
要
額

の
確
保
な
ど
�
国
庫
補
助
負
担
金

の
整
理
合
理
化
�
同
化
・
定
着
・

定
型
化
し
て
い
る
国
庫
補
助
金
及

び
零
細
補
助
金
の
一
般
財
源
化
な

ど
―
―
の
５
事
項
。

当
日
は
、
総
務
省
自
治
財
政
局

の
高
田
寛
文
・
財
務
調
査
課
長
が

「
平
成
２１
年
度
地
方
財
政
対
策
」
、

同
省
自
治
税
務
局
企
画
課
の
田
辺

康
彦
・
税
務
企
画
官
が
「
平
成
２１

年
度
地
方
税
制
改
正
」
に
つ
い
て

説
明
し
た
。

産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

産
業
経
済
委
員
会
（
委
員
長
�

奥
谷
進
・
青
森
市
議
会
議
長
）
は

２
月
２０
日
、
東
京
・
全
国
都
市
会

館
で
委
員
会
を
開
き
、
２０
年
度
の

要
望
運
動
結
果
を
報
告
し
た
ほ

か
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送

り
事
項
等
を
決
定
し
た
。

要
望
運
動
結
果
で
は
、
農
業
の

持
続
的
発
展
を
図
る
た
め
、
２１
年

度
予
算
に
お
い
て
、
戦
後
農
政
の

大
転
換
と
位
置
付
け
ら
れ
る
「
水

田
・
畑
作
経
営
所
得
安
定
対
策
」

が
、
大
幅
に
増
額
さ
れ
る
こ
と
な

ど
を
報
告
し
た
。

申
し
送
り
事
項
は
、
�
農
林
水

産
業
振
興
�
水
田
・
畑
作
経
営
所

得
安
定
対
策
の
品
目
要
件
緩
和
、

担
い
手
の
確
保
・
育
成
対
策
の
拡

充
強
化
な
ど
�
食
の
安
全
・
安
心

�
食
品
管
理
・
検
査
体
制
の
一
層

の
強
化
�
中
小
企
業
振
興
�
緊
急

信
用
保
証
や
緊
急
融
資
制
度
等
の

拡
充
、
新
た
な
地
域
産
業
創
造
の

充
実
―
―
の
３
事
項
。

当
日
は
、
農
林
水
産
省
の
経
営

局
構
造
改
善
課
の
澁
川
泰
夫
・
農

地
業
務
室
長
と
同
省
農
村
振
興
局

農
村
計
画
課
の
南
嶋
崇
郎
・
調
査

官
が
「
農
地
法
改
正
」
、
中
小
企

業
庁
の
横
田
俊
之
・
長
官
官
房
参

事
官
が
「
中
小
企
業
の
活
性
化
対

策
」
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

手
嶋
精
一
郎
氏
（
日
野
市
議
会

議
長
）

２
月
２４
日
逝
去
、
７２
歳
。
葬
儀
は

３
月
１
日
、
日
野
市
内
で
執
り
行

わ
れ
た
。
喪
主
は
妻
、
治
代
さ
ん
。

地方行政

地方財政

産業経済

委委
員員
会会
がが
活活
動動
報報
告告

次
年
度
へ
の
申
し
送
り
事
項
な

ど

決
定

あ
い
さ
つ
す
る
奥
谷
委
員
長

あいさつする小川委員長

あ
い
さ
つ
す
る
本
田
委
員
長

第１７１７号 平成２１年３月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１
�
第
二
期
地
方
分
権
改
革
の
推

進
第
二
期
地
方
分
権
改
革
の
推
進

に
つ
い
て
は
、
政
府
の
地
方
分
権

改
革
推
進
委
員
会
が
２０
年
５
月
２８

日
に
、
「
生
活
者
の
視
点
に
立
つ

『
地
方
政
府
』
の
確
立
」
を
掲
げ

た
第
１
次
勧
告
を
決
定
し
、
福
田

総
理
大
臣
に
提
出
し
た
。
第
１
次

勧
告
で
は
、
国
と
地
方
の
役
割
分

担
の
基
本
的
な
考
え
方
、
重
点
行

政
分
野
の
抜
本
的
な
見
直
し
及
び

基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
と
自

由
度
の
拡
大
等
を
盛
り
込
ん
だ
。

さ
ら
に
、
同
委
員
会
は
２０
年
１２

月
８
日
に
、
「
義
務
付
け
・
枠
付

け
の
見
直
し
」
と
「
国
の
出
先
機

関
の
見
直
し
」
を
柱
と
す
る
第
２

次
勧
告
を
決
定
し
、
麻
生
総
理
大

臣
に
提
出
し
た
。

「
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直

し
」
に
つ
い
て
は
、
自
治
事
務
の

う
ち
国
の
法
律
に
よ
っ
て
、
義
務

付
け
・
枠
付
け
を
し
て
い
る
約
１

万
条
項
の
う
ち
、
同
委
員
会
が
設

定
し
た
、
存
置
を
許
容
す
る
メ
ル

ク
マ
ー
ル
（
判
断
基
準
）
に
該
当

し
な
い
４
０
０
０
条
項
余
り
に
つ

い
て
、
廃
止
ま
た
は
条
例
に
よ
る

上
書
き
を
認
め
る
べ
き
と
の
判
断

を
示
し
、
現
在
、
第
３
次
勧
告
に

向
け
て
、
具
体
的
に
講
ず
べ
き
措

置
を
調
査
審
議
し
て
い
る
。

ま
た
、
「
国
の
出
先
機
関
の
見

直
し
」
に
つ
い
て
は
、
８
府
省
１５

系
統
に
つ
い
て
統
廃
合
や
組
織
・

定
員
の
ス
リ
ム
化
を
求
め
て
い

る
。
こ
れ
を
受
け
政
府
は
、
今
年

３
月
末
ま
で
に
国
の
出
先
機
関
の

改
革
工
程
表
を
策
定
す
る
こ
と
と

し
て
い
る
。

今
後
の
予
定
と
し
て
は
、
同
委

員
会
が
今
春
に
も
第
３
次
勧
告
を

ま
と
め
、
こ
れ
ら
の
勧
告
を
受
け

て
政
府
は
、
今
秋
を
め
ど
に
地
方

分
権
改
革
推
進
計
画
を
閣
議
決
定

し
、
そ
の
上
で
、
新
地
方
分
権
一

括
法
案
を
国
会
に
提
出
す
る
予
定

と
し
て
い
る
。

２
�
地
方
議
会
の
権
能
強
化

現
在
、
内
閣
総
理
大
臣
の
諮
問

機
関
で
あ
る
第
２９
次
地
方
制
度
調

査
会
に
お
い
て
、
チ
ェ
ッ
ク
機
能

の
充
実
の
観
点
か
ら
「
監
査
機
能

の
充
実
・
強
化
」
及
び
「
議
会
制

度
の
あ
り
方
」
を
審
議
項
目
と
し

て
取
り
上
げ
、
同
調
査
会
専
門
小

委
員
会
に
お
い
て
精
力
的
に
審
議

を
行
っ
て
い
る
。

本
委
員
会
は
第
２９
次
地
方
制
度

調
査
会
に
対
し
、
２０
年
５
月
の
全

国
市
議
会
議
長
会
第
８４
回
定
期
総

会
に
お
い
て
決
定
さ
れ
た
「
地
方

議
会
の
権
能
強
化
に
関
す
る
決

議
」
を
踏
ま
え
、
議
長
へ
の
議
会

招
集
権
の
付
与
を
は
じ
め
７
項
目

の
実
現
を
強
く
求
め
て
き
た
。

そ
の
結
果
、
地
方
自
治
法
第
９６

条
の
契
約
の
締
結
や
財
産
の
処
分

に
係
る
議
決
事
件
の
拡
大
な
ど
の

事
項
に
つ
い
て
は
、
同
調
査
会
専

門
小
委
員
会
に
お
い
て
、
本
委
員

会
の
要
望
趣
旨
に
沿
っ
た
議
論
が

行
わ
れ
、
２０
年
１２
月
の
同
調
査
会

第
３
回
総
会
で
、
そ
の
方
向
性
が

明
記
さ
れ
た
が
、
議
長
へ
の
招
集

権
の
付
与
等
に
つ
い
て
は
先
送
り

の
方
向
性
が
示
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
こ
れ
ま
で
本
会
を
は
じ

め
三
議
長
会
が
連
携
し
て
要
望
し

て
き
た
「
地
方
議
会
議
員
の
位
置

付
け
の
明
確
化
」
に
関
し
て
は
、

議
会
活
動
の
範
囲
の
明
確
化
及
び

報
酬
に
関
す
る
規
定
の
整
備
を
内

容
と
す
る
、
地
方
自
治
法
の
一
部

改
正
案
が
２０
年
６
月
に
成
立
し
、

９
月
か
ら
施
行
さ
れ
て
い
る
。

３
�
消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化

消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化
に

つ
い
て
は
、
２１
年
度
予
算
案
に
お

い
て
、
消
防
防
災
施
設
の
整
備
に

３１
億
６
１
０
０
万
円
（
対
前
年
度

比
２
・
７
％
減
）
、
大
規
模
災
害

や
特
殊
災
害
に
お
い
て
消
防
庁
長

官
の
指
示
等
に
基
づ
き
出
動
す
る

緊
急
消
防
援
助
隊
の
充
実
に
５０
億

円
（
対
前
年
度
同
額
）
が
確
保
さ

れ
る
と
と
も
に
、
消
防
と
医
療
の

連
携
に
よ
る
救
急
救
命
体
制
の
充

実
を
図
る
た
め
救
急
安
心
セ
ン
タ

ー
事
業
費
（
新
規
）
な
ど
４
億
６

９
０
０
万
円
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
消
防
広
域
化
事
業
へ
の

取
組
を
支
援
す
る
た
め
、
消
防
の

広
域
化
に
伴
い
必
要
と
な
る
経
費

に
対
し
て
、
１９
・
２０
年
度
に
引
き

続
き
、
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
の
両
面

か
ら
総
合
的
な
財
政
支
援
措
置
を

講
じ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

４
�
過
疎
地
域
の
自
立
促
進

２１
年
度
地
方
債
計
画
に
お
い
て

過
疎
対
策
事
業
債
２
６
３
８
億

円
、
辺
地
対
策
事
業
債
４
７
８
億

円
（
と
も
に
対
前
年
度
比
３
％

減
）
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
地
方
交
付
税
の
特
別
枠

と
し
て
、
耕
地
や
林
野
面
積
を
測

定
単
位
と
す
る
な
ど
過
疎
地
域
に

配
慮
し
て
配
分
さ
れ
る
地
方
再
生

対
策
費
は
２１
年
度
予
算
案
に
お
い

て
４
０
０
０
億
円
（
対
前
年
度
同

額
）
が
確
保
さ
れ
た
。

５
�
市
町
村
合
併
支
援
の
拡
充

市
町
村
合
併
関
係
の
財
政
措
置

に
つ
い
て
は
、
交
付
税
措
置
が
１

４
１
０
億
円
程
度
、
合
併
特
例
債

等
の
起
債
額
が
９
５
０
０
億
円
確

保
さ
れ
た
。

ま
た
、
市
町
村
合
併
推
進
体
制

整
備
費
補
助
金
は
、
５５
億
５
０
０

０
万
円
が
確
保
さ
れ
た
。

さ
ら
に
、
地
方
再
生
対
策
費
の

合
併
市
町
村
へ
の
配
分
に
当
た
っ

て
は
、
合
併
後
の
ま
ち
づ
く
り
財

源
の
確
保
に
配
慮
し
、
旧
市
町
村

単
位
で
算
定
し
た
配
分
額
を
合
算

す
る
こ
と
で
、
よ
り
手
厚
く
配
分

さ
れ
る
。

６
�
基
地
関
係
予
算
の
確
保
等

基
地
所
在
市
町
村
に
固
定
資
産

税
の
代
替
的
性
格
で
交
付
さ
れ
る

基
地
交
付
金
及
び
調
整
交
付
金

は
、
前
年
度
と
同
額
の
基
地
交
付

金
２
５
９
億
４
０
０
０
万
円
、
調

整
交
付
金
６６
億
円
、
合
計
で
３
２

５
億
４
０
０
０
万
円
が
確
保
さ
れ

た
。ま

た
、
基
地
周
辺
に
お
け
る
生

活
環
境
の
整
備
に
必
要
な
基
地
周

辺
対
策
経
費
に
つ
い
て
は
、
対
前

年
度
比
９
億
円
増
の
１
２
４
６
億

円
が
確
保
さ
れ
た
。

７
�
外
国
人
政
策
の
総
合
的
な
推

進
外
国
人
政
策
の
総
合
的
な
推
進

に
つ
い
て
は
、
総
務
・
法
務
両
省

が
、
２０
年
４
月
に
「
外
国
人
台
帳

制
度
に
関
す
る
懇
談
会
」
を
設
置
。

適
法
な
在
留
外
国
人
の
台
帳
制
度

の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
し
、
１２

月
に
報
告
書
を
ま
と
め
た
。

報
告
書
を
受
け
て
、
政
府
は
外

国
人
台
帳
制
度
の
新
設
を
盛
り
込

ん
だ
住
民
基
本
台
帳
法
改
正
案
を

２１
年
通
常
国
会
に
提
出
し
、
公
布

後
３
年
程
度
を
め
ど
に
施
行
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

（
担
当
・
地
方
行
政
委
員
会
）

２０年度

本本

会会

委委
員員
会会

活活
動動
結結
果果
のの
概概
要要

�

地地
方方
行行
政政
委委
員員
会会

全
国
市
議
会
議
長
会
（
会
長
�
藤
田
�
之
・
広
島
市
議
会
議
長
）
の

地
方
行
政
、
地
方
財
政
、
社
会
文
教
、
産
業
経
済
、
建
設
運
輸
の
各
委

員
会
の
平
成
２０
年
度
要
望
活
動
結
果
に
つ
い
て
、
そ
の
概
要
を
今
号
か

ら
順
次
掲
載
す
る
�
４
面
に
社
会
文
教
委
員
会
。

（３） 平成２１年３月５日 第１７１７号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�����������������������

１
�
地
域
医
療
保
健
施
策

平
成
２０
年
６
月
に
厚
生
労
働
省

で
ま
と
め
ら
れ
た
「
安
心
と
希
望

の
医
療
確
保
ビ
ジ
ョ
ン
」
に
基
づ

き
、
▽
医
師
等
人
材
確
保
対
策
の

推
進
で
は
�
救
急
・
産
科
・
へ
き

地
医
療
を
担
う
医
師
へ
の
支
援
�

医
師
派
遣
の
推
進
�
勤
務
医
の
業

務
負
担
の
軽
減
等
▽
地
域
で
支
え

る
医
療
の
推
進
で
は
�
救
急
医
療

の
充
実
�
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
導
入
の

促
進
�
産
科
医
療
の
確
保
�
周
産

期
医
療
の
充
実
等
―
―
を
図
る
た

め
、
２１
年
度
関
係
予
算
の
大
幅
な

増
額
と
２０
年
度
補
正
予
算
に
お
け

る
所
要
額
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

医
師
養
成
に
つ
い
て
も
、
医
学
部

定
員
が
過
去
最
大
と
な
る
約
７
０

０
人
の
増
員
が
決
定
し
て
い
る
。

更
に
、
２０
年
１２
月
に
総
務
省
で

ま
と
め
ら
れ
た
「
公
立
病
院
に
関

す
る
財
政
措
置
の
改
正
要
綱
」
に

基
づ
き
、
過
疎
地
、
産
科
・
小
児

科
・
救
急
医
療
に
関
す
る
財
政
措

置
の
充
実
が
図
ら
れ
、
２０
年
度
の

地
方
交
付
税
に
よ
る
措
置
総
額
２

９
３
０
億
円
か
ら
７
０
０
億
円
程

度
が
増
額
さ
れ
る
。

２
�
国
民
健
康
保
険
制
度
及
び
長

寿
医
療
制
度

２０
年
４
月
に
施
行
さ
れ
た
長
寿

医
療
制
度
（
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
）
に
つ
い
て
は
、
高
齢
者
の
置

か
れ
る
状
況
に
十
分
配
慮
し
、
補

正
予
算
に
お
い
て
、
き
め
細
や
か

な
改
善
策
を
講
じ
る
と
さ
れ
た
。

２０
年
度
第
１
次
補
正
予
算
で

は
、
�
低
所
得
者
の
保
険
料
の
軽

減
（
２０
年
度
分
�
均
等
割
８
・
５

割
軽
減
、
所
得
割
５
割
軽
減
）
�

被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者
で
あ
っ

た
者
の
保
険
料
負
担
軽
減
（
９
割

軽
減
）
の
継
続
�
７０
〜
７４
歳
の
医

療
費
自
己
負
担
増（
１
割
↓
２
割
）

の
凍
結
措
置
の
継
続
等
に
２
５
２

８
億
円
、
同
第
２
次
補
正
予
算
で

は
、
長
寿
医
療
制
度
に
お
け
る
低

所
得
者
の
保
険
料
の
軽
減
（
２１
年

度
分
�
均
等
割
９
割
軽
減
、
所
得

割
５
割
軽
減
）
等
に
１
２
１
５
億

円
が
、
全
額
国
の
責
任
に
お
い
て

措
置
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
２０
年
９
月
に
厚
生
労
働

省
で
「
高
齢
者
医
療
制
度
に
関
す

る
検
討
会
」
が
設
置
さ
れ
、
塩
川

正
十
郎
元
財
務
相
を
座
長
と
し

て
、
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て
１

年
を
目
処
に
検
討
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
ほ
か
、
国
保
財
政
基
盤
強

化
、
特
定
健
診
・
保
健
指
導
の
円

滑
な
実
施
、
が
ん
予
防
・
早
期
発

見
等
の
推
進
に
係
る
支
援
に
所
要

額
が
確
保
さ
れ
て
い
る
。

３
�
介
護
保
険
制
度

介
護
従
事
者
等
の
処
遇
改
善
を

図
る
た
め
、
２１
年
４
月
か
ら
３
・

０
％
の
介
護
報
酬
改
定
が
行
わ
れ

る
。
改
定
に
伴
い
、
介
護
保
険
料

の
急
激
な
上
昇
を
抑
制
す
る
た

め
、
２０
年
度
第
２
次
補
正
予
算
に

お
い
て
所
要
額
が
確
保
さ
れ
て
い

る
。ま

た
、
２０
年
１１
月
に
厚
生
労
働

省
で
ま
と
め
ら
れ
た
「
安
心
と
希

望
の
介
護
ビ
ジ
ョ
ン
」
を
踏
ま

え
、
意
欲
あ
る
地
域
の
高
齢
者
や

住
民
が
主
体
的
・
積
極
的
に
活
動

す
る
た
め
の
環
境
整
備
な
ど
、
地

域
に
お
け
る
人
材
確
保
が
新
規
事

業
と
し
て
行
わ
れ
る
。

そ
の
他
、
医
療
療
養
施
設
か
ら

介
護
保
険
施
設
等
へ
の
病
床
転
換

に
伴
う
整
備
費
用
の
助
成
に
つ
い

て
は
、
２０
年
度
２８
億
円
に
対
し
１２

億
円
増
の
４０
億
円
が
措
置
さ
れ
て

い
る
。

４
�
少
子
化
対
策
等

待
機
児
童
解
消
に
向
け
た
保
育

所
の
受
入
児
童
数
の
拡
大
、
延
長

・
休
日
保
育
、
一
時
保
育
等
多
様

な
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
、
総
合

的
な
放
課
後
児
童
対
策
の
着
実
な

推
進
の
た
め
の
予
算
の
増
額
が
図

ら
れ
る
な
ど
、
「
新
待
機
児
童
ゼ

ロ
作
戦
」
が
引
き
続
き
展
開
さ
れ

る
。

ま
た
、
出
産
等
に
係
る
経
済
的

負
担
の
軽
減
と
し
て
、
市
町
村
に

お
け
る
妊
婦
健
診
の
公
費
負
担
の

拡
充
（
５
回
↓
１４
回
程
度
）
を
図

る
ほ
か
、
母
子
家
庭
等
自
立
支
援

対
策
の
推
進
、
仕
事
と
家
庭
の
調

和
の
実
現
な
ど
に
予
算
の
増
額
措

置
が
な
さ
れ
、
少
子
化
対
策
が
総

合
的
に
推
進
さ
れ
る
。

そ
の
他
、
幼
児
教
育
の
推
進
と

し
て
、
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助

の
拡
充
に
よ
る
保
護
者
負
担
の
軽

減
、
認
定
子
ど
も
園
の
緊
急
整
備

等
が
図
ら
れ
る
。

５
�
社
会
福
祉
施
策

良
質
な
人
材
の
確
保
、
障
害
福

祉
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
、
事
業

者
の
経
営
基
盤
の
安
定
等
を
図
る

た
め
、
２１
年
４
月
か
ら
５
・
１
％

の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
用
（
報

酬
）
の
改
定
が
行
わ
れ
る
ほ
か
、

地
域
生
活
支
援
事
業
の
着
実
な
実

施
を
図
る
た
め
、
関
係
予
算
の
増

額
が
な
さ
れ
た
。

年
金
記
録
問
題
に
つ
い
て
は
、

国
民
の
不
信
感
を
払
拭
す
る
た

め
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
記
録
と
台
帳

等
と
の
突
合
せ
な
ど
の
対
策
を
引

き
続
き
、
徹
底
し
て
、
迅
速
か
つ

効
率
的
に
進
め
る
と
し
て
い
る
。

２０
年
度
第
１
次
補
正
予
算
で
も
、

電
子
画
像
デ
ー
タ
検
索
シ
ス
テ
ム

の
構
築
に
所
要
額
が
確
保
さ
れ
て

い
る
。

６
�
雇
用
対
策

世
界
金
融
危
機
に
よ
り
、今
後
、

一
層
の
雇
用
の
悪
化
が
懸
念
さ
れ

る
た
め
、
雇
用
対
策
関
係
予
算
は

大
幅
な
増
額
と
な
っ
て
い
る
。

再
就
職
支
援
対
策
、
雇
用
維
持

対
策
、
住
宅
・
生
活
対
策
、
内
定

取
消
し
問
題
へ
の
対
応
等
、
雇
用

状
況
の
改
善
の
た
め
の
緊
急
対
策

の
推
進
が
図
ら
れ
る
ほ
か
、
若
者

に
対
す
る
就
職
支
援
、
職
業
能
力

形
成
シ
ス
テ
ム
の
整
備
・
充
実
、

地
域
に
お
け
る
雇
用
機
会
の
確
保

を
中
心
に
、
各
般
の
施
策
が
講
じ

ら
れ
る
。

ま
た
、
２０
年
度
第
２
次
補
正
予

算
に
お
い
て
も
、
ふ
る
さ
と
雇
用

再
生
特
別
交
付
金
、
緊
急
雇
用
創

出
事
業
等
の
交
付
金
に
よ
り
基
金

を
創
設
し
、
雇
用
・
就
業
機
会
の

創
出
が
図
ら
れ
る
。

７
�
生
活
環
境
施
策

地
球
温
暖
化
対
策
に
お
い
て

は
、２０
年
７
月
の
洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト

を
経
て
、２１
年
度
を
低
炭
素
社
会
へ

の
本
格
的
な
第
一
歩
と
し
て
位
置

づ
け
、関
係
施
策
の
充
実
と
予
算
の

大
幅
な
増
額
が
図
ら
れ
る
。

持
続
可
能
な
社
会
を
構
築
す
る

た
め
の
施
策
の
大
き
な
柱
の
一
つ

と
し
て
、循
環
型
社
会
へ
の
転
換
を

目
指
し
、廃
棄
物
の
発
生
抑
制
・
再

使
用
の
推
進
が
図
ら
れ
る
ほ
か
、そ

の
前
提
で
あ
る
不
法
投
棄
対
策
や

適
正
処
理
が
推
進
さ
れ
る
。

８
�
文
教
施
策

喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
公

立
小
中
学
校
の
耐
震
化
に
つ
い

て
、
地
震
防
災
対
策
特
別
措
置
法

改
正
に
よ
る
国
庫
補
助
率
の
引
き

上
げ
等
加
速
策
が
講
じ
ら
れ
、
２０

年
度
第
１
次
及
び
第
２
次
補
正
予

算
に
所
要
額
が
前
倒
し
で
計
上
さ

れ
、
２１
年
度
予
算
に
つ
い
て
は
２０

年
度
予
算
と
同
額
が
確
保
さ
れ
て

い
る
。

教
員
が
子
ど
も
と
向
き
合
う
環

境
づ
く
り
の
た
め
、
教
職
員
定
数

の
改
善
や
、
中
学
校
に
お
け
る
外

部
人
材
活
用
に
よ
る
少
人
数
指
導

が
行
わ
れ
る
。

こ
の
ほ
か
、
特
別
支
援
教
育
、

幼
児
教
育
の
た
め
、
関
係
予
算
の

増
額
が
図
ら
れ
る
。

（
担
当
・
社
会
文
教
委
員
会
）

社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会
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